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序 章 研究の所在と研究の枠組み 
  
 



























者は 65 歳（あるいは 40 歳以上 65 歳未満であって特定疾病に該当する場合）になること
で、介護保険制度の対象となり、介護保険法による介護サービスが優先適用されることと
                                               
1 本件とは、2012 年 11 月 29 日付けで岡山市長に障害者自立支援法第 20 条 1 項に基づく介護給付
費の支給等の申請（以下、本件申請）をした原告（浅田達雄）が、岡山市長から、本件申請に対し、
2013 年 2 月 12 日付けで介護給付費不支給決定（以下、本件処分）を受けたことに関して、本件処
分は違法であると主張し、本件処分の取り消しと介護給付費支給決定の義務付け、損害賠償などを





















































在宅身体障害者は 428万 7000人に上り、そのうち 311万 2000人が高齢障害者2である。そ
して、その割合は 2006年 61.8％、2011年 68.7％、2016年 72.6％と年々増加している。
また、在宅知的障害者に占める 65 歳以上の割合も、2005 年には 3.7％にとどまっていた
が、2011年に 9.3％、2016年には 15.5％まで大幅に増加している。なお、このような在宅
高齢障害者の増加とともに、障害者福祉制度による在宅サービスの利用者数も増加傾向を
示している。厚生労働省の資料によると、自立支援給付の年間予算は、2005 年の 3947 億
円から 2013年の 8229億円に 2倍以上増額している。とくに、重度訪問介護の利用状況（2
008 年から 2012 年までの比較）では、重度訪問介護の年平均の増加率は、利用者数が 6.






                                               
2 65歳以上の障害者を称する用語としては、「障害老人」「高齢の障害者」「高齢障害者」など多様に































                                               
3「平成 25年(行ウ)第 16号 行政処分取消等請求事件意見陳述書」の 2頁。 
4『しんぶん赤旗』（2018年 12月 14日）。 






















































ある。本研究における 2つ目の問題の所在はここにある。  
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第 1章 介護保険制度と障害者福祉制度との史的関係 
   
 
第 1節 戦後の高齢者福祉政策と障害者福祉政策の展開 























                                               
6 この部分は、永和ほか（2009：47-79）の第 3 章「障害者介護政策のあゆみ」を参考にして作成。 
7 内閣総理大臣の諮問機関として 1949年に設置された社会保障制度審議会による『社会保障制度に





























































                                               































                                               
9 障害者プランは、「ノーマライゼーション 7カ年戦略」を副題として、1995年 12月に政府の障害
者対策推進本部が発表した 1996年から 2002年までの障害者施策に関する計画である。 
16 
介護保険法が創設される際には、障害者福祉分野においても、社会福祉基礎構造改革に


























































































































































図 1 介護保険制度と障害者福祉制度との適用関係のイメージ 
 
















































































































































表 1 介護保険制度の上限月額と障害福祉制度の上限月額の変遷 


















































月に「2012 年整備法案」13が第 180 回国会（常会）に提出された。2012 年整備法案では、































                                               





第 2章 介護保険優先原則をめぐる問題状況：「浅田訴訟」の展開とその意義 
 
 
第 1節 介護保険優先原則をめぐる問題状況 









による調査方法で行われた。調査対象数（回答数 259、全体市町村の約 2 割弱）は少ない
ものの、介護保険優先原則をめぐる問題状況に関して政府が単独で行った実態調査である
ことから、その代表性が確保されていると判断される。具体的な調査の概要と調査内容は、
表 2と表 3に示す通りである。 
 



































































































※ 2 上乗せ要件追加例 























































014 年 8 月 1 日現在までに、介護保険給付と併給調整規定に基づく障害福祉サービスに係




















                                               
15 代表的には、日本障害者センターが行った「介護保険と障害福祉サービスの優先関係に関するア





















































世帯の負担上限により、自己負担は 1 万 5000 円となるが、上限負担額の差額が返還され


























































































浅田達雄氏（以下、浅田さんと記す。）は 1948年 2月 16日生まれ。仮死出産で生まれな
がら脳性麻痺となり、それを原因とした上下肢重度麻痺により身体障害者手帳 1級所持者
となった。上下肢に強い機能障害があったため、小学校には 5年遅れて入学した。18歳と
なった中学 2 年の時には岡山養護学校に転校し、20 歳で岡山県立機能訓練所に入所した。
43 
母親が事故で亡くなった 22歳の時には、広島の就労事業所に入所したが、作業が遅いとの




以来 30年以上ひとり暮らしをしてきていた（中島 2014：31；呉 2017：159-161）。 
浅田さんは、2013年 2月 14 日まで、障害者自立支援制度の障害程度区分 6 の認定を受
け、重度訪問介護（介護給付）の対象者として 83,040単位（時間数換算でいえば、居宅介




















                                               
17 詳しくは、第 1章 2節の 3を参照すること。 
18 「審査請求書」の第 3の 1。 
44 
給付）の支給要件（岡山市の場合、非定型給付の支給には障害程度区分 6かつ要介護 5が
必要と判断している）に該当しないとの理由で、2013 年 2 月 14 日以降の自立支援給付を















も支給判断が可能であったとして、4 月 8 日付けで、不支給決定の一部を取り消し、移動
介護を月あたり 26時間とする支給決定を行った。また、これに加えて、暫定要介護 3の 6
1時間相当の介護保険給付を支給決定した。そして、浅田さんは、5月 10日付けで、要介
護 5 の認定を受け、介護保険給付として月 105 時間と、月 143 時間（うち移動介護 26 時
間）の重度訪問介護が上乗せで支給されることとなった20。 
それでも、日中の支援が手薄になったため、排尿の際に支援を受けられず、失禁を繰り





                                               
19 「裁決書」の第 2の 8。 






























                                               
21 前掲（18）の第 3の 2。 
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24 前掲（19）の第 4。 






























                                               
26 前掲（19）の第 3の 3。 
49 




























                                               















































「浅田訴訟」は、2013年 11月 27日の第 1回口頭弁論をはじめとして、2017年 12月 6日














                                               
28 浅田さんを支援する会『ささえ』第 86号の 3頁。 
52 













































る自立支援給付の支給決定、②慰謝料として合計 107 万 5000 円の支払いを認めた地裁判
決が相当であるとし、岡山市の控訴を棄却したのである。 























































                                               



































第 3章 介護保険制度と障害者福祉制度の「制度間調整」の在り方に関する考察 
 
 























                                               
30 厚生労働省ホームページ「医療保険制度体系の見直し」。 











































































































































































サービス D が提供されるなら、それはサービス量の「過剰」の問題になる。一方、X 軸の














































































































































































                                               
38 この内容に関しては、次項でより具体的な検討を行う。 
70 







































































































図 5-1 介護保険制度と障害者福祉制度の「制度間調整」における課題のイメージ① 
 
 












































































第 4章 介護保険制度と障害者福祉制度の「制度間調整」に関する政策提言 
 
 
第 1節 今までの政策提言と近年の政策動向 











































































厚生労働省は、障害者総合支援法の附則（2014年 6月 27日法律第 51号、第 3条）にお

































































































第 2節 韓国の事例 











害者数 259万人（全人口の約 5％）のうち、65歳以上の障害者の割合は、2011年の 38.0％






















大 145 万 6400 ウォンまでの支給となる。つまり、給付が半分以上に減額されるのである
                                               
39 総務省統計局によると、日本の高齢者人口の割合は、1970年に 7％を超えて高齢化社会に入り、
















保険制度の導入、③老人長期療養保険への統合といった 3つの方策であった（パク 2009）。 




















がら、政府に制度改善を要求している。2016 年 11 月には、一人の障害当事者が国会の正
門前で、「64 歳までは障害者で 65 歳からは非障害者か！」「障害者の選択権を保障しろ！
間違った法や制度を是正しろ！」と書いている布を体にかけて、一人デモを行っている姿






















































                                               




























が 50％を上回っている実態が明らかとなっている（キム 2015：171）。 
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